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概  要  

 衝撃弾性波法によりコンクリートの圧縮強度を推定する研究を行っている。方法はコ

ンクリートで弾性波速度を測定し，弾性波速度と圧縮強度の関係式を換算式として，圧

縮強度を推定するものである。換算式は推定精度に大きな影響を及ぼすが，弾性波速度

と圧縮強度の関係式はコンクリートの配合等によって異なると言われており，換算式は

安易に決定することができない。そこで，様々な配合の円柱供試体で弾性波速度と圧縮

強度の関係を調べ，両者の関係が変化する条件について検討した。その結果，コンクリ

ートの呼び強度により関係式は分別される傾向にあることが確認された。  
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１．まえがき  
 衝撃弾性波法によりコンクリートの圧縮強度を推定する研究を行っている１）。これは

①コンクリートの弾性波速度が弾性係数の平方根に比例すること。②弾性係数とコンク

リートの圧縮強度には相関関係があると言われていること。①，②に着目し，弾性波速

度と圧縮強度の関係式を得て，これを換算式として，構造物で弾性波速度を測定し，圧

縮強度を算出する方法である。しかし，弾性係数と圧縮強度の関係は諸条件により変化

すると言われており，実構造物に本法を適用するには，弾性波速度と圧縮強度の関係の

再調査などにより，換算式を検証する必要があると言える。これに対し，既設構造物な

どではこの検証が実施できずに，本法の適用が困難になる場合があると予想される。そ

こで，これまで様々な実構造物および供試

体で，コンクリート打設時に円柱供試体を

製作し，弾性波速度と圧縮強度の関係を調

査したが，換算式の決定方法を考案するこ

とを目的とし，両者の関係がどの様な条件

で変化するのかについて検討した。  
 
２．実験概要  
 実験に用いた円柱供試体の概要を表 1

に示す。セメント種類は 3 種，呼び強度は

18～45 と多種多様である。養生方法は封

緘養生，水中養生とし，供試体 A，F につ

いては一部を気中養生とした。  
 材齢は 1 日～1 年程度までで，衝撃弾性

波法の周波数解析による弾性波速度と圧

縮強度を測定し，材齢が経過することによ
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A 普通 曲げ 4.5 40 2.5 40.0 21
B 高炉B 24 40 8 47.4 36
C 普通 24 25 8 53.1 42
D 高炉B 24 20 8 52.6 45
E 高炉B 24 20 8～15 55.0 15
F 早強 24 40 8 50.0 42
G 高炉B 18 40 8 59.0 24
H 高炉B 27 40 8 45.5 24
I 普通 18 25 8 63.0 18
J 普通 27 25 8 49.5 14
K 普通 40 25 8 38.0 18
L 高炉B 30 20 8 50.0 30
M 普通 18 20 8 70.0 72
N 普通 30 20 8 50.0 33
O 普通 45 20 12 35.0 35
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物
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表1 実験に用いた円柱供試体の概要



り増強する圧縮強度と弾性波速度の関係

を調べた。  
 
３．実験結果  
 円柱供試体で得られた弾性波速度と圧

縮強度の関係を図 1 に示す。図 1 上図より，

弾性波速度 2300m/s 以上の範囲では，両者

を指数関数で回帰すると，相関係数は 0.93
と強い相関関係を示す。しかし，相関係数

が高いのは，本実験は材齢 1 日から開始し，

弾性波速度が 2300m/s～と広い範囲である

からだと考えられる。そこで，実構造物で

の測定を考慮し，弾性波速度 3700m/s 以上

での両者の関係を図 1 下図に示すと，相関

係数は 0.73 と低くなった。ここで得られた

両者の関係式を換算式に採用することは，

例えば弾性波速度 4050m/s での推定圧縮強

度は約 45N/mm2 となるのに対し，実際は約

35～70N/mm2 と，誤差は最大で 36％となる

ことから，問題があると言える。  
 そこで，弾性波速度と圧縮強度の関係を，

気中養生での結果を除外し，4 通りの呼び

強度に分別して示した結果を図 2 に示す。

図 2 より，両者は直線で回帰され，ここで

得られた両者の関係式を換算式に採用す

ると，実際の圧縮強度は，ほとんどが誤差

10％の範囲に収まることが確認された。  
 
４．まとめ  
 弾性波速度の測定による圧縮強度の推

定において，換算式の決定方法を考案する

目的で，両者の関係がどの様な条件で変化

するのかについて実験した。その結果，両

者の関係は，気中養生での結果を除外し，

呼び強度で分別すれば強い相関関係とな

り，ここで得られた両者の関係式を換算式

に採用すれば，圧縮強度の推定誤差が小さ

くなることが確認された。これから，本法

を実構造物に適用するには，呼び強度によ

り換算式を決定することが有効であると

考えられる。さらに，新設の構造物では管

理用円柱供試体による換算式の検証，既設

では数箇所のコア採取による換算式のキ

ャリブレーション，これらを併用すれば，

より精度が向上すると期待される。  
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図1 全円柱供試体での弾性波速度と圧縮強度の関係
（上図 VP＝2300～4250m/s，下図 VP＝3700～4250m/s）
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